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NO.257

2022年1月15日（毎月1回25日発行）定価100円（税別）

謹
ん
で
新
春
の
お
慶
び
を
申
し
上
げ
ま

す
。旧

年
中
は
格
別
の
ご
愛
顧
を
賜
り
ま
し

て
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

国
内
外
の
状
況

昨
年
２
０
２
１
年
は
一
昨
年
に
引
続
き
、

「
新
型
コ
ロ
ナ
」
が
政
治
や
経
済
に
さ
ま
ざ

ま
な
影
響
を
与
え
ま
し
た
。
私
た
ち
の
住

宅
業
界
に
も
ウ
ッ
ド
シ
ョ
ッ
ク
や
半
導
体

の
不
足
、
住
宅
設
備
機
器
の
納
品
遅
延
等

の
混
乱
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。

一
方
、
日
本
の
感
染
状
況
は
8
月
を

ピ
ー
ク
に
落
ち
着
き
を
見
せ
て
お
り
、
経

済
は
回
復
傾
向
と
す
る
向
き
も
あ
り
ま
す

が
、
新
た
な
変
異
株
の
感
染
拡
大
に
備
え
、

警
戒
を
緩
め
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

住
宅
業
界
の
振
り
返
り
と
展
望

日
本
は
、
２
０
５
０
年
ま
で
に
温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
を
全
体
と
し
て
ゼ
ロ
と
す

る
「
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
」
を
宣
言
し
て
い
ま
す
。
そ
の
実
現
に

向
け
て
、
住
宅
・
建
築
物
分
野
も
省
エ
ネ

対
策
の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
昨
年

も
さ
ま
ざ
ま
な
動
き
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
ず
、
３
月
に
グ
リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン

ト
の
申
請
受
付
が
始
ま
り
ま
し
た
。

８
月
に
は
国
土
交
通
省
・
経
済
産
業

省
・
環
境
省
３
省
合
同
に
よ
る
脱
炭
素
社

会
に
向
け
た
住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ
対

策
等
の
あ
り
方
検
討
会
に
よ
る
と
り
ま
と

め
が
発
表
さ
れ
、
同
時
に
示
さ
れ
た
ロ
ー

ド
マ
ッ
プ
で
は
２
０
２
５
年
度
ま
で
に
省

エ
ネ
基
準
適
合
義
務
化
、
２
０
３
０
年
度

ま
で
に
新
築
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
を
Ｚ
Ｅ

Ｈ
レ
ベ
ル
に
引
き
上
げ
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
り
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
11
月
に
は
国
土
交
通
省
が

「
こ
ど
も
み
ら
い
住
宅
支
援
事
業
」
の
創
設

を
発
表
し
ま
し
た
。
省
エ
ネ
性
能
を
有
す

る
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
形
成
を
図
る
こ
と
が

住宅あんしんニュースは、「新建新聞社」より情報提供を受け、編集しています。

目
的
の
１
つ
で
す
。

12
月
に
は
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
等
を
は
じ

め
と
し
た
住
宅
関
連
税
制
の
行
方
に
注
目

が
集
ま
り
ま
し
た
。
こ
こ
で
も
「
Ｚ
Ｅ
Ｈ

水
準
省
エ
ネ
住
宅
お
よ
び
省
エ
ネ
基
準
適

合
住
宅
」
の
区
分
が
新
設
さ
れ
、
借
入
限

度
額
が
上
乗
せ
さ
れ
る
等
の
施
策
が
予
定

さ
れ
て
い
ま
す
。
注
目
す
べ
き
は
、
２
０

２
４
年
以
降
に
建
築
確
認
を
受
け
る
新
築

住
宅
に
つ
い
て
は
、
省
エ
ネ
基
準
適
合
が

減
税
の
要
件
と
さ
れ
た
こ
と
で
す
（
詳
細

は
本
紙
４
面
参
照
）。

省
エ
ネ
基
準
適
合
義
務
化
を
前
に
、
住

宅
の
省
エ
ネ
化
の
流
れ
が
加
速
す
る
こ
と

は
言
う
ま
で
も
な
く
、
省
エ
ネ
基
準
適
合

は
標
準
仕
様
の
時
代
を
迎
え
ま
す
。
事
実

上
、
省
エ
ネ
基
準
適
合
へ
の
取
組
み
を
開

始
せ
ざ
る
を
得
な
い
転
換
の
年
と
な
る
で

し
ょ
う
。

こ
う
し
た
流
れ
を
踏
ま
え
、
本
年
、
弊

社
で
は
次
の
取
組
み
を
重
点
的
に
推
し
進

め
て
ま
い
り
ま
す
。

■
省
エ
ネ
基
準
適
合
へ
の
サ
ポ
ー
ト

既
に
、
省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
否
の
説
明

が
義
務
化
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
そ
の
性
能

を
可
視
化
し
、
消
費
者
に
わ
か
り
や
す
く

伝
え
る
た
め
に
は
第
三
者
で
あ
る
住
宅
性

能
評
価
機
関
が
発
行
す
る
Ｂ
Ｅ
Ｌ
Ｓ
評
価

書
等
が
役
立
ち
ま
す
。

弊
社
は
住
宅
性
能
評
価
機
関
と
し
て
、

住
宅
事
業
者
の
皆
様
の
取
組
み
を
後
押
し

し
、
こ
れ
ま
で
各
種
評
価
書
の
申
請
経
験

が
な
い
場
合
に
は
申
請
を
サ
ポ
ー
ト
す
る

サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
の
紹
介
を
行
う
等
、

全
力
で
サ
ポ
ー
ト
し
て
ま
い
り
ま
す
。

■
生
涯
顧
客
化
の
実
現

新
築
住
宅
の
需
要
減
少
が
見
込
ま
れ

る
中
、
生
涯
顧
客
化
の
取
組
み
が
重
要
に

な
っ
て
き
ま
す
。
引
渡
し
後
の
ア
フ
タ
ー

サ
ー
ビ
ス
を
充
実
さ
せ
、
Ｏ
Ｂ
顧
客
と
の

接
点
を
維
持
し
満
足
度
を
高
め
て
い
く
こ

と
で
生
涯
に
わ
た
る
関
係
が
構
築
さ
れ
、

先
々
の
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
の
獲
得
や
新
規

顧
客
の
紹
介
受
注
に
繋
が
り
、
安
定
し
た

経
営
基
盤
を
築
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。

弊
社
で
は
幅
広
い
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
を

ご
用
意
し
、
住
宅
事
業
者
の
皆
様
が
一
人

で
も
多
く
の
生
涯
顧
客
を
獲
得
で
き
る
よ

う
に
最
適
な
プ
ラ
ン
を
提
案
し
て
ま
い
り

ま
す
。

■
既
存
住
宅
流
通
・
リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の

　

活
性
化
に
貢
献

既
存
住
宅
流
通
・
リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の

活
性
化
に
貢
献
す
る
こ
と
は
保
険
法
人
と

し
て
の
重
要
な
使
命
の
１
つ
で
す
。
ま
た
、

既
存
住
宅
に
対
し
て
こ
そ
、
か
し
保
険
の

価
値
が
活
き
る
も
の
と
考
え
ま
す
。

未
だ
浸
透
し
て
い
な
い
「
個
人
間
」
で

の
既
存
住
宅
の
売
買
に
お
け
る
か
し
保
険

の
利
用
を
促
進
す
る
た
め
に
も
、
保
険
加

入
時
の
検
査
結
果
で
、
構
造
耐
力
に
つ
い

て
指
摘
が
な
け
れ
ば
構
造
耐
力
上
主
要

な
部
分
の
保
険
引
受
け
を
先
行
し
て
可
能

に
す
る
「
構
造
先
行
型
あ
と
か
ら
防
水
保

証
」
を
新
た
に
リ
リ
ー
ス
し
ま
し
た
。
引

き
続
き
、
建
物
状
況
調
査
や
市
場
の
ニ
ー

ズ
を
活
か
し
た
付
帯
サ
ー
ビ
ス
等
の
充
実

を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

何
よ
り
、
私
た
ち
に
と
っ
て
す
べ
て
の
活

動
の
原
点
は
常
に
お
客
様
で
す
。

社
員
一
人
ひ
と
り
が
現
状
に
満
足
す
る

こ
と
な
く
成
長
に
こ
だ
わ
り
、
お
客
様
の

課
題
解
決
に
向
け
て
挑
戦
し
続
け
る
所
存

で
ご
ざ
い
ま
す
。

引
き
続
き
の
ご
愛
顧
を
賜
り
ま
す
よ
う

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

末
筆
に
な
り
ま
し
た
が
、
貴
社
の
益
々

の
ご
発
展
を
お
祈
り
し
て
、
新
年
の
ご
挨

拶
に
代
え
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

新春のごあいさつ　　住宅あんしん保証社長　梅田一彦

新春特別号
謹賀新年

省エネ基準適合、省エネ基準適合、
生涯顧客化の実現をサポートし、生涯顧客化の実現をサポートし、
既存住宅流通・リフォーム市場の既存住宅流通・リフォーム市場の
活性化に貢献します活性化に貢献します
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※ご融資の場合の実質金利15.0％以下です。　※金利は毎月見直され、融資実行時の金利が適用されます。 

1月
融資金利

1.18％
1.30％

0.93％
1.05％
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政
府
は
２
０
２
２
年
度

税
制
改
正
の
大
綱
を
決
定

し
た
。
国
土
交
通
省
関
連

の
主
な
改
正
項
目
に
つ
い

て
挙
げ
る
。

◎
住
宅
ロ
ー
ン
減
税

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
控

除
率
を
０
・
７
％
（
現
行

１
・
０
％
）、
控
除
期
間

を
13
年
（
現
行
10
年
）
に

見
直
す
と
と
も
に
、
環
境

性
能
等
に
応
じ
た
借
入
限

度
額
の
上
乗
せ
措
置
等
を

講
じ
た
う
え
で
適
用
期
限

を
４
年
間
延
長
す
る
。

ま
た
、
２
０
２
４
年
以

降
に
建
築
確
認
を
受
け
る

新
築
住
宅
に
つ
い
て
は
、

省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
が

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
要
件

と
さ
れ
、
こ
れ
に
適
合
し

な
い
「
そ
の
他
の
住
宅
」

に
つ
い
て
は
住
宅
ロ
ー
ン

減
税
が
受
け
ら
れ
な
く
な

る
。［
表
１
］

さ
ら
に
、
既
存
住
宅
の

築
年
数
要
件
（
耐
火
住
宅

25
年
以
内
、
非
耐
火
住
宅

20
年
以
内
）
を
「
昭
和
57

年
以
降
に
建
築
さ
れ
た
住

宅
」（
新
耐
震
基
準
適
合

住
宅
）
に
緩
和
。
新
築
住

宅
の
床
面
積
要
件
は
当
面

の
間
40
㎡
以
上
に
緩
和
す

る
。
所
得
税
額
か
ら
控
除

し
き
れ
な
い
額
を
個
人
住

民
税
か
ら
控
除
す
る
制
度

も
継
続
す
る
。

◎
登
録
免
許
税
減
額

所
有
権
の
保
存
登
記
、

所
有
権
の
移
転
登
記
、
抵

当
権
の
設
定
登
記
に
係
る

登
録
免
許
税
の
軽
減
措
置

を
２
年
間
（
２
０
２
２
年

４
月
１
日
〜
24
年
３
月
31

日
）
延
長
す
る
。

同
様
に
、
認
定
低
炭

素
住
宅
・
認
定
長
期
優
良

住
宅
の
所
有
権
の
保
存
登

記
・
移
転
登
記
に
係
る
登

録
免
許
税
の
軽
減
措
置
を

２
年
間
延
長
す
る
。
さ
ら

に
、
税
率
を
一
般
住
宅
特

例
よ
り
引
き
下
げ
る
。

◎
買
取
再
販
特
例

宅
地
建
物
取
引
業
者
に

よ
り
一
定
の
質
の
向
上
を

図
る
た
め
の
リ
フ
ォ
ー
ム

工
事
が
行
わ
れ
た
既
存
住

宅
を
取
得
す
る
場
合
に
、

買
主
に
課
さ
れ
る
登
録
免

許
税
の
税
率
を
一
般
住
宅

特
例
よ
り
引
き
下
げ
る

特
例
措
置
を
２
年
間
（
２

０
２
２
年
４
月
１
日
〜
24

年
３
月
31
日
）
延
長
。
ま

た
、
既
存
住
宅
の
築
年
数

要
件
を
緩
和
す
る
。

◎
リ
フ
ォ
ー
ム
特
例

国
土
交
通
省
・
環
境

省
・
経
済
産
業
省
・
内
閣

府
が
共
同
で
行
う
「
既
存

住
宅
の
耐
震
・
バ
リ
ア
フ

リ
ー
・
省
エ
ネ
・
三
世
代

代理店・扱者　株式会社 住宅あんしん保証　あんとく・損害保険課

火災保険が

火災保険料が
割引になります。

割引の適用条件
（①および②に該当する場合、この割引を適用します）

①住宅あんしん保証の各種瑕疵保険に加入している住宅建物
②保険期間が6年以上
（GKすまいの保険※）

・地震保険料に対しては、この割引が適用されません。
・お客さまのご了承のもと、住宅あんしん保証が瑕疵保険販売時に取り扱う｢お客さまのお名前・ご住
所・火災保険へご加入を希望されている物件情報等｣を損害保険代理店部門と連携することで、所定の
火災保険料に対して｢住宅購入者割引(業務提携に基づく電子データ連携方式)｣を適用いたします。

※引受保険会社：三井住友海上火災保険㈱

ご相談・お申込先 〒104-0031　東京都中央区京橋1-6-1 6階
TEL:03-3562-8123　FAX:03-3562-7717

住宅購入者割引住宅購入者割引
でお得！住宅あんしん保証の瑕疵保険に加入している

物件であれば

同
居
・
長
期
優
良
住
宅

化
リ
フ
ォ
ー
ム
に
係
る
特

例
措
置
」
に
つ
い
て
は
、

ロ
ー
ン
型
と
投
資
型
を
整

理
統
合
し
、
一
部
要
件
を

緩
和
し
て
、
２
年
間
（
２

０
２
２
年
１
月
１
日
～
23

年
12
月
31
日
）
延
長
す
る

［
表
２
］。

具
体
的
に
は
、
▼
必
須

工
事
に
つ
い
て
対
象
工
事

限
度
額
の
範
囲
内
で
標

準
的
な
費
用
相
当
額
の

10
％
、
▼
必
須
工
事
の
対

象
工
事
限
度
額
を
超
過
す

る
部
分
お
よ
び
そ
の
他
の

リ
フ
ォ
ー
ム
に
つ
い
て
も
、

そ
の
他
工
事
と
し
て
必
須

工
事
全
体
に
係
る
標
準
的

な
費
用
相
当
額
の
同
額
ま

で
の
５
％
を
所
得
税
額
か

ら
控
除
。

省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム
の

工
事
要
件
の
う
ち
「
全
居

室
の
全
窓
の
断
熱
改
修
工

事
」
を
「
窓
の
断
熱
改
修

工
事
」
に
緩
和
す
る
。

ま
た
、
既
存
住
宅
の
リ

フ
ォ
ー
ム
（
耐
震
・
バ
リ

ア
フ
リ
ー
・
省
エ
ネ
・
長

期
優
良
住
宅
化
）
に
対

す
る
固
定
資
産
税
の
特
例

措
置
に
つ
い
て
も
２
年
間

（
２
０
２
２
年
４
月
１
日

〜
24
年
３
月
31
日
）
延
長

し
、
省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー
ム

の
築
年
数
要
件
を
２
０
１

４
年
４
月
１
日
（
現
行
２

０
０
８
年
１
月
１
日
）
以

前
か
ら
所
在
す
る
住
宅
に

見
直
す
。

控除率0.7％、控除期間13年に
国土交通省 住宅ローン減税

［表1］住宅ローン減税等の住宅取得促進策に係る所要の措置（所得税・個人住民税）

5,000万円
4,500万円
4,000万円
3,000万円

3,000万円
2,000万円

4,500万円
3,500万円
3,000万円

0円

13年（「その他の住宅」は、2024年以降の入居の場合、10年）

10年
2,000万円

50㎡（新築の場合、2023年までに建築確認：４０㎡（所得要件：1,000万円））

一律0.7％ 〈入居年〉 2022（R4）年 2023（R5）年 2024（R6）年 2025（R7）年

借
入
限
度
額

新
築
住
宅・買
取
再
販

新築住宅・買取再販
既存住宅

既
存
住
宅

長期優良住宅・低炭素住宅

ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

その他の住宅

その他の住宅

長期優良住宅・低炭素住宅
ZEH水準省エネ住宅
省エネ基準適合住宅

控除期間

所得要件
床面積要件

控除率

（2023年までに新築の建築確認 ： 2,000万円）

［表2］既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優良住宅化リフォームに係る特例措置の拡充・延長（所得税）

必須工事 その他工事

対象工事（いずれか実施） 対象工事限度額 控除率 対象工事 対象工事限度額 控除率
最大控除額

（必須工事とその他工事合計）

耐震
バリアフリー
省エネ

三世代同居

250万円
200万円

250万円（350万円※1）

250万円
500万円（600万円※1）

250万円（350万円※1）

62.5万円
60万円

62.5万円（67.5万円※1）

62.5万円
75万円（80万円※1）

62.5万円（67.5万円※1）

長期優良
住宅化

耐震＋省エネ＋耐久性

耐震or省エネ＋耐久性

10% 5%

必須工事の
対象工事
限度額超過分
及び
その他の
リフォーム

必須工事に係る
標準的な
費用相当額と
同額まで（※２）

※１ カッコ内の金額は、太陽光発電を設置する場合　※２ 最大対象工事限度額は必須工事と併せて合計1,000万円が限度

2022年度

税制改正


